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Ⅱ．公の施設の管理運営について 

 
第１ 外部監査の概要 

１．外部監査の種類 
地方自治法第 252 条の 37 第 1 項、第 2 項及び三重県外部監査契約に基づく監査に関

する条例第 2 条に基づく包括外部監査 

 
２．選定した特定の事件（テーマ） 
（１）外部監査の対象 

教育委員会所轄の公の施設のうち、条例を設けて管理運営している施設及びその

管理を委託されている関連出資団体 
（２）監査対象期間 

平成 14 年 4 月 1 日から平成 15 年 3 月 31 日まで 
（但し、必要に応じて過年度に遡り、また平成 15 年度予算額も参考とする。） 
 

３．特定の事件（テーマ）を選定した理由 
三重県は「三重のくにづくり宣言」のなかで謳われた基本理念に基づき、総合行

政で取組む八つの重要な課題の一つに「ゆたかで個性的な文化県づくり」を掲げて

いる。この課題の実現にむけて、文化・ スポーツを暮らしのなかに根づかせる環境

づくりをするとしている。従って、これら文化・ スポーツ施設は県民に身近にあり、

その管理・ 運営状況に関心も高いと思われる。 
一般的には、このような施設には多額の設備投資を要し、また、事業費に当初予

期しなかった多額の費用を負担し続けることがあることから、文化、スポーツに関

する公の施設のうち、重要性が高く条例を設けている施設について、その管理・ 運

営状況を検討することの必要性を認めたため、特定の事件として選定した。 
 

４．実施した主な監査手続 
（１）各施設に赴き以下の手続きを実施した。 

①施設の利用状況及び設備の状況等について現場の視察及び各担当者への質問を

実施した。 
②各施設の管理運営資料及び必要に応じて請求書等を入手し閲覧を実施するとと

もに、各担当者に質問を実施した。 
（２）施設の単位指標あたりのコスト計算を実施した。 

 
５．外部監査の実施期間 

平成 15 年 7 月 11 日から平成 16 年 1 月 31 日まで 

















   21

⑤三重県総合教育センターは、人に関わるコストの高さが著しく目立つ。これは、三重

県総合教育センターは、教員に研修を行う施設であるため、物（ハード）よりも人（ソフ

ト）に重点を置いて運営していることによるものである。 
なお、③斎宮歴史博物館、④三重県立美術館、⑨三重県営総合競技場の物に関わるコス

トについては、計算対象期間においてリニューアルまたは大規模な修繕を実施したことに

よる負担であり、一過性のものである。 
利用者 1 人当たり負担割合について、①三重県立図書館及び⑤三重県総合教育センター

の利用者について負担割合が低いことは、他の自治体と比較しても利用者から原則として

負担を求めていないため妥当である。しかし、利用者の負担割合が 1 割に満たない他の施

設（②三重県立博物館、③三重県斎宮歴史博物館、④三重県立美術館、⑥三重県立熊野少

年自然の家、⑦三重県生涯学習センター、⑨三重県営総合競技場及び⑩三重県鈴鹿スポー

ツガーデン）については、一概に利用者負担割合が低いとばかりは言えないが（＝利用者

1 人当たり負担額は、条例で定額に定められているのに対して、対するコストは定額では

ないので、まずもって効率的な経営をしなければならないことは言うまでもないが）、こ

れら公の施設で受けるサービスは利用者が選択して享受するものであるから、応分の受益

者負担を求めることも必要である。 
⑩三重県営鈴鹿スポーツガーデンについては、公の施設のコストとしては最もコスト高

となっていたが、「利用者 1 人当たり負担割合」が 7.26％であり、三重県民全体での 1 人

当たり負担額は 458 円である。三重県教育委員会所轄の公の施設だけで、県民 1 人当たり

合計 2,403 円を負担することになっている。 
公の施設の運営は、県民 1 人当たり負担額がいかに少なくできるかをめざして効率的な

経営に努める必要がある。 
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第４ 提言 

 
１．受益者負担の見直し 

公の施設で提供されるサービスは、利用者が選択して享受するものであることから、

自治体はその運営にあたって利用者から適正な費用負担を求めることが必要である。 
「第４ コスト計算結果および分析」において、利用者の負担割合が 1 割に満たない

三重県立博物館、斎宮歴史博物館、三重県立美術館、三重県立熊野少年自然の家、三重

県生涯学習センター、三重県営総合競技場及び三重県鈴鹿スポーツガーデンについては、

三重県においても、適正な受益者負担を求めていかなければいけない。特に、三重県立

博物館の入館料は、長年に亘って入館料に関する条例が改正されておらず、他県博物館

の入館料や三重県立博物館の実施したアンケート結果を勘案しても、入館料の値上げに

ついて県民のコンセンサスは得やすいと思われる。 
 

２．施設の運用方法の見直し 
施設の運営方法は、そこで行う事業内容によって県の関与程度が異なるが、各施設の

特性に応じて最小の費用で最大の効果が得られる運営方法を追求しなければならない。 
例えば、三重県営鈴鹿スポーツガーデンについては、現在財団法人三重県体育協会に

管理を委託しているが、年間の純行政コストが８億円余り掛かっている。一層のコスト

削減を進めるとともに平成 15 年 9 月の地方自治法の改正で認められた民間企業への委

託を検討する余地がある。 
また、三重県営ライフル射撃場については、実質的に三重県ライフル射撃協会が利用

しているだけであり、また競技人口の増加にもつながっていない。公共性が低い施設で

あり、運営の廃止、当該団体への適正価格での払い下げを含めた検討が必要である。 
 

３．公有財産及び物品の管理について 
公の施設については、常に安全かつ利用者が利用しやすい状態で管理されていなけれ

ばならない。 
三重県立博物館をはじめとする老朽化した施設については、早急に地震に備えた安全

対策も含めた修繕、改修の必要がある。 
物品については、施設によって管理レベルにばらつきがあった。三重県総合教育セ

ンターでは、ISO9001 を取得し財産管理に必要な規則の整備と遵守に努め、提供する

サービスの向上に努めていた。この点は他の施設も見習いたい。また、物品の稼動状

況を集中管理し、稼動率を向上できるよう、物品管理データの有効活用を進めるとと

もにインフラの整備が求められる。 
以 上 




